
板橋区転居廃棄物の持込みに係る取扱要綱 

 

（平成１６年３月１日区長決定） 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、一般廃棄物収集運搬業の許可を受けた者（以下「一般廃棄物収集運  

搬業者」という。）が、転居廃棄物を東京二十三区清掃一部事務組合の粗大ごみ破砕処理

施設（以下「処理施設」という。）に持ち込む場合の取扱いについて、必要な事項を定め

ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

（１）「引越荷物運送業者」とは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４

６年厚生省令第３５号。以下「省令」という。）第２条第１０号に定めるものをいう。 

（２）「転居廃棄物保管倉庫」とは、省令第２条第１０号にいう引越荷物運送業者が管理

する所定の場所をいう。 

（３）「転居廃棄物」とは、家庭廃棄物のうち、転居の際に排出された粗大ごみの形状を

したもので、転居する者のやむをえない事情により、引越荷物運送業者が、当該転

居者からの委任をうけ、営利を目的とせずに転居廃棄物保管倉庫まで運搬し、一般

廃棄物収集運搬業者に引き渡すものをいう。 

 

（転居廃棄物の処理施設への持込み） 

第３条 一般廃棄物収集運搬業者（普通ごみの許可を受け、第１２条の規定を満たす車両

を有する者に限る。）は、引越荷物運送業者があらかじめ清掃事務所長に登録した転居廃

棄物保管倉庫から収集運搬する転居廃棄物を、処理施設に持ち込むことができる。 

 

（処理施設に持ち込む場合の委任状等） 

第４条 引越荷物運送業者は、処理施設に持ち込む転居廃棄物の処理を一般廃棄物収集運

搬業者に委託する場合、当該転居廃棄物を排出した者から交付された次に掲げる事項を記

載した文書（別記第１号様式。以下「委任状」という。）の写し並びに家庭系廃棄物であ

ることを証明できる引越しの契約書又は引越代金請求書の写し（以下「契約書等」という。）

を交付しなければならない。 

（１）当該収集運搬に係る転居廃棄物の種類及び数量 

（２）引越荷物運送業者が管理する転居廃棄物保管倉庫の所在地 



（３）転居廃棄物保管倉庫から収集運搬する一般廃棄物収集運搬業者の名称及び住所並

びに法人にあっては代表者の氏名 

（４）当該転居者の転居前及び転居後の住所 

 

２ 一般廃棄物収集運搬業者は、転居廃棄物を処理施設に持ち込む場合、前項の規定に 

より引越荷物運送業者から交付された委任状の写し及び契約書等を携帯しなければな

らない。 

 

第２章 転居廃棄物保管倉庫 

 

（転居廃棄物保管倉庫の登録申請） 

第５条 引越荷物運送業者は、転居廃棄物保管倉庫に保管する転居廃棄物を、処理施設に

持ち込もうとする一般廃棄物収集運搬業者に委託して処理する場合には、あらかじめ当

該転居廃棄物保管倉庫の所在地を管轄する清掃事務所長に転居廃棄物保管倉庫登録申請

書（別記第２号様式）２部を提出し、登録を受けなければならない。 

 

（転居廃棄物保管倉庫の基準） 

第６条 清掃事務所長は、前条の規定による登録の申請があったときは、転居廃棄物保管

倉庫が次に掲げる基準に適合しない場合を除いて、登録をしなければならない。 

（１）周囲に囲いを設け、部外者の立入ができない構造とすること。 

（２）転居廃棄物が腐食しないよう、雨水等を防ぐ対策を講ずること。 

（３）積替えによる騒音が生じないよう、必要な処置を講ずること。 

（４）その他転居廃棄物の適正保管に支障が生じない構造になっていること。 

２ 清掃事務所長は登録を承認したときは、転居廃棄物保管倉庫登録申請書２部に登録番

号を付番して１部を申請者に返却し、登録を不承認としたときは、転居廃棄物保管倉庫

登録不承認通知書（別記第３号様式）により申請者に通知する。 

（立入検査等） 

第７条 清掃事務所長は、引越荷物運送業者から第５条の規定により転居廃棄物保管倉庫

の登録の申請があった場合、2週間以内に当該転居廃棄物保管倉庫に立ち入り、申請内容

等について検査を行うものとする。 

 

２ 清掃事務所長は、第５条の規定により登録した転居廃棄物保管倉庫に年 1回立ち入り、

使用状況及び保管書類等について検査を行うものとする。 

 

３ 清掃事務所長は、転居廃棄物保管倉庫を管理する引越荷物運送業者に対して、転居廃

棄物の取扱いに関し必要な報告を求めることができるものとする。 



 

（転居廃棄物保管倉庫の登録廃止） 

第８条 引越荷物運送業者は、転居廃棄物保管倉庫を廃止した場合、転居廃棄物保管倉庫

登録廃止届（別記第４号様式）を清掃事務所長に提出しなければならない。 

 

第３章 処理施設への持込 

 

（搬入予約） 

第９条 引越荷物運送業者から転居廃棄物の処理を委託された一般廃棄物収集運搬業者が

転居廃棄物を搬入しようとするときは、搬入希望日の１週間前までに、処理施設の管理

者に転居廃棄物搬入予約申込書兼搬入日等承諾書（別記第５号様式）により申込みをし、

承諾を受けなければならない。 

 

２ 一般廃棄物収集運搬業者は、転居廃棄物を処理施設に持ち込む場合、前項の規定によ

り承諾を受けた転居廃棄物搬入予約申込書兼搬入日等承諾書を携帯しなければならない。 

 

（持込承認） 

第１０条 一般廃棄物収集運搬業者は、前条の規定により承諾を受けた搬入日に転居廃棄

物を処理施設に持ち込もうとするときは、当該転居廃棄物保管倉庫の所在地を管轄する

清掃事務所で、東京二十三区清掃一部事務組合事業系一般廃棄物の持込みに関する取扱

要綱（以下、「清掃一組持込要綱」という。）第１４条に規定する臨時持込の手続きによ

り、廃棄物臨時持込申請書の記載内容及び積載している廃棄物等の確認を受け、処理施

設管理者の持込み承認を受けなければならない。 

 

２ 一般廃棄物収集運搬業者は、前項の承認を受けるときには、次の各号に掲げる書類を

清掃事務所長に提示しなければならない。 

（１）持ち込もうとする転居廃棄物を排出した者の委任状の写し 

 （２）持ち込もうとする転居廃棄物を排出した者の契約書等の写し 

 （３）転居廃棄物搬入予約申込書兼搬入日等承諾書 

 

（形状変更の禁止） 

第１１条 一般廃棄物収集運搬業者は、転居廃棄物を処理施設に持ち込む場合、当該転居

廃棄物を破砕する等の形状の変更をしてはならない。 

 

（持込み車両の基準） 

第１２条 一般廃棄物収集運搬業者が転居廃棄物を処理施設に持ち込む場合に使用する車



両の基準は、次の各号によるものとする。 

 （１）転居廃棄物の数量及び内容を容易に確認できる車両であること。 

 （２）転居廃棄物の形状を変更せずに収集運搬することができる車両であること。 

 （３）清掃一組持込要綱第４条の規定を満たす車両であること。 

 

付則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１６年３月１日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ 第４条第１項の契約書等についての規定、同項第４号、同条第２項の契約書等につい

ての規定及び第１０条第２項第２号の各規定は平成１６年１０月１日から施行する。  

付則 

１ この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

付則 

１ この要綱は、平成２６年９月１日から施行する。 

 

 


